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効率的なデータ分析で子会社のリスク評価を実現、
COVID-19影響下での内部監査に対応
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導入ツール
■ Risk Analytics on Cloud 子会社分析
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※貴社および貴社の関係会社とデロイト トーマツ グループの関係において監査人としての独立性が要求される場合、本サービス
内容がご提供できない可能性があります。詳細はお問合せください。

有限責任監査法人トーマツ
リスクアドバイザリー事業本部
Mail ra_info@tohmatsu.co.jp 
URL www.deloitte.com/jp/risk-advisory
【国内ネットワーク】 東京・大阪・名古屋・福岡

 少人数体制に対して監査対象拠点が多く、内部監査室の
人員が不足していました。

 監査資源の不足により、リスク評価を行い監査先を絞る必
要がありましたが、使用する情報が規模などの属性情報にと
どまっており、リスク評価の高度化が課題でした。

 リスク評価をしようと、Excelなどで子会社の財務分析も試し
てみましたが、子会社の増減に対応するための時間がかかり
定着化しませんでした。

①監査先・監査対象プロセスの選定
 財務データ分析の効率化：自動でのリスクの可視化に活用
しています。

 運用の手軽さ：経理から入手したデータをそのまま投入する
だけで分析が可能になりました。

 分析ノウハウ：標準リスクシナリオがあり、経理系の知識に精
通していない担当者でも財務分析が可能です。

②新型コロナウイルス対応
 Risk Analytics on Cloud導入後にCOVID-19の感染が拡
大し、移動制限があることから現地往査の実施が困難になっ
てしまいましたが、データ分析を活用し、これまで以上にリスク
アプローチに基づく監査を加速させることができました。

 COVID-19の影響で現地往査の実施が困難な状況がしばらく継続すると思われるため、子会社リスクの定点観測ツールとして、リ
モート内部監査の役割も期待しています。

 子会社分析だけでなく、高リスク拠点は詳細分析も導入を検討し、リスクアプローチに基づく監査の高度化を実現すると共に、執
行部門への提言を行い、攻めのガバナンス体制構築につなげていきます。

今後

少人数の監査体制における効率的かつ効果的な内部監査手続の実施に活用しています。

課題(before) 利用場面・効果(after)
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